
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度 財政局 予算概要について 
 

 

 

 

令和２年度 財政局予算概要は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

財政局総務課長     藤村 英樹 Tel 045-671-2018 

令 和 ２ 年 ２ 月 ４ 日 
財 政 局 総 務 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 



 

財政局 お問合せ先一覧 

頁 事業名 担当 電話番号 

P2 ふるさと納税に関する取組の拡充 

・横浜らしい返礼品等の拡充と PR の推進 
 
財源課長 中林 都 

 
671－2185 

P2 財政情報の「見える化」の推進 

・財政広報の推進 

・地方公会計の推進 

 
財政調査担当課長 安住 秀子 

  

 
671－3897 

 

P3 市税収入の確保と債権管理の適正化の推進 

・納付しやすい環境整備等の市税収入確保に

向けた取組 

・税務広報の拡充 

・債権管理の適正化に向けた取組 

 
徴収対策課長 江口 昌克 

 
税務課長 吉富 浩政 

債権管理・回収促進担当課長  

       松永 正彦 

 
671－2369 

 
671－2189 

671－3840 

P4 保有資産の適正管理・戦略的活用 

・財産管理の適正化・利活用の推進に向けた

取組 

（その他の財産管理に関すること） 

 
資産経営課長 水口 浩之 

 
管財課長 伏見 和久 

 
671－2198 

 
671－2192 

P4 入札契約事務の適正な執行 

・電子入札システムの利便性の向上 
 
契約第一課長 秋元 一志 

 
671－2280 

P4 公共施設の計画的かつ効果的な保全・更新等

の推進 

・公共建築物マネジメントの推進、公共事業

の担い手確保等の取組 

（公共建築物マネジメントの推進に関するこ

と） 

（公共事業の担い手確保等の取組に関するこ

と） 

 

 

 

 
保全・利活用計画担当課長 

       古檜山 匡和 

公共施設・事業調整課担当課長 

       上野 慶 

 

 

 

 
671－3801 

 
671－3941 

P5 ICT を活用した業務効率化の取組 

・税務事務・財政事務の効率化に向けた検討 

（税務事務に関すること） 

（財政事務に関すること） 

 

 
税務課長 吉富 浩政 

財政課担当課長 市川 緑 

 

 
671－2189 

671－2221 

 その他の内容に関すること 総務課長 藤村 英樹 671－2018 
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２年度 元年度 増▲減 伸　率

百万円 百万円 百万円 ％

212,590 208,233 4,358 2.1
(197,124) (191,668) (5,456) (2.8)

15,957 15,991 ▲ 34 ▲ 0.2

(8,758) (8,654) (104) (1.2)

189,169 184,227 4,942 2.7

(180,901) (174,999) (5,903) (3.4)

181,566 176,589 4,977 2.8

(179,320) (174,999) (4,321) (2.5)

7,603 7,639 ▲35 ▲ 0.5

(1,582) (-) (1,582) 皆増

6,464 7,015 ▲ 550 ▲ 7.8

(6,464) (7,015) (▲ 550) (▲ 7.8)

1,000 1,000 - -

(1,000) (1,000) (-) (-)

11,868 18,949 ▲ 7,081 ▲ 37.4

(1,429) (1,440) (▲ 10) (▲ 0.7)

493,904 549,502 ▲ 55,598 ▲ 10.1

(265,762) (298,561) (▲ 32,799) (▲ 11.0)

※下段（ ）は、一般会計は市債＋一般財源、公共事業用地費会計及び市債金会計は市債＋一般会計繰入金の金額

※第三セクター等改革推進債公債費の２年度の財源は、減債基金からの繰入金等及び一般財源を充当しています。

予 備 費

公債費
＜第三ｾｸﾀｰ等改革推進債公債費を除く＞

第三セクター等
改革推進債公債費

公共事業用地費会計

市 債 金 会 計

令和２年度　財政局予算総括表

区 分

局 事 業 費

一 般 会 計

公 債 費

他 会 計 繰 出 金

【参考】第三セクター等改革推進債償還額と償還財源 (単位：億円)

区分
【参考】
償還見込額

（公社解散時点）
うち２年度末

までの償還済額 うち２年度分

償還見込額
(２年度末時点)

74

償還額　計 1,422 663 76 1,446

償還額
元金 1,372 631 73 1,372

利子等 50 32 3

598
償還財源

土地売払収入等 854 605 60 848

一般財源 568 58 16

①



 
 

１ ふるさと納税に関する取組の拡充             

・横浜らしい返礼品等の拡充とＰＲの推進            １，１８４万円 

２年４月から、新たに２つの寄附メニューを拡充するとともに、全メニュー共通の返礼品

について拡充します。   

返礼品の拡充にあたっては、本市が強化している文化・観光施策の推進という観点から、

寄附いただいた方に横浜の魅力を実感していただけるような体験型・体感型の返礼品（ホテ

ル宿泊券、ホテルディナー券等）を用意します。 

また、より多くの市外在住の方々に認知していただくとともに、寄附いただく方の利便性

向上等を図るため、民間のふるさと納税ポータルサイトの利用を開始します。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
２ 財政情報の「見える化」の推進                

・財政広報の推進                         １６３万円 

財政情報について、市民や議会と広く共有していくため、図やグラフ、写真の活用などに

より、わかりやすさを重視した市民向けの財政広報誌『ひと目でわかる横浜の財政』を発行

します。また、利活用しやすい財政情報の提供や、予算や財政制度の疑問についてわかりや

すく解説するページ「財政解説」など、Ｗｅｂの掲載情報の充実を図ります。こうした財政

情報を、市内大学での出前講座などの広報活動に活用し、本市財政への関心を高めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
・地方公会計の推進                      １，０４８万円 

元年度決算の一般会計・各特別会計・全体及び外郭団体等を含む連結財務書類について、

経年比較などの財政分析も含め、２年９月に公表します。また、市政に対する市民の理解促

進にもつながるよう、事業別行政コスト計算書を作成・公表します。 

 

 

 

 

 

◆ 令和２年度予算案の主な事業 

令和元年度発行の財政広報誌 
本冊子（左）と子ども版（右） 

【参考２－２】『ひと目でわかる横浜の財政』Ｗｅｂアクセス数

6,984件 9,540件 10,437件 9,927件

平成28年度 平成29年度 平成30年度
令和元年度

（12月末時点）

【参考２－３】財務書類公表の取組実績
一般会計、各特別会計、全体の財務書類を公表（9月）
連結財務書類、事業別行政コスト計算書（36事業）を公表（12月）
一般会計、各特別会計、全体、連結の財務書類を公表（10月）
事業別行政コスト計算書（36事業）を公表（12月）
一般会計、各特別会計、全体、連結の財務書類を公表（９月）
事業別行政コスト計算書（221事業）を公表（12月）

※事業別行政コスト計算書は、令和元年度より対象事業を拡充して作成・公表

令和元年度
（平成30年度決算）

平成29年度
（平成28年度決算）
平成30年度
（平成29年度決算）

【参考２－１】『ひと目でわかる横浜の財政』印刷部数

本冊子 22,000部 22,000部 21,000部 18,000部
子ども版 － － 38,000部 40,000部
※平成30年度までは『ハマの台所事情』として発行
※上記のほか、音声版・点字版（各区役所、市民利用施設等で配架）や
　英語版（Ｗebで公開）も作成

平成29年度 平成30年度 令和元年度
令和２年度
（見込み）

【参考１－１】横浜市への「ふるさと納税」受入実績 【参考１－２】全メニュー共通の新たな返礼品
返礼品メニュー 寄附金額

ホテル宿泊券 10～50万円以上
19ﾒﾆｭｰ 22ﾒﾆｭｰ 22ﾒﾆｭｰ ホテルディナー券 ５～10万円以上

金額 1億5,034万円 2億1,673万円 8,601万円 クルーズ船乗船券 ２～15万円以上
市内 1億272万円 1億6,389万円 6,225万円 水陸両用バス乗車券 ２万円以上
市外 4,762万円 5,284万円 2,376万円 観光タクシー利用券 ２～５万円以上

件数 1,211件　 1,376件　 1,268件　 ベイスターズ野球観戦チケット ５万円以上
市内 998件　 1,105件　 978件　 セーリング体験チケット ５万円以上
市外 213件　 271件　 290件　

※令和２年度より、寄附メニューとして「横浜マラソン
　を応援」と「自然豊かな川づくりを推進」を追加
　（計24メニュー）

スペシャルディナー＆ジャンボ
シウマイカット体験

20万円以上

平成29年度 平成30年度 令和元年度
（12月末時点）

メニュー数

②



３ 市税収入の確保と債権管理の適正化の推進          

・納付しやすい環境整備等の市税収入確保に向けた取組     １億５，８３４万円 

さらなる納税者の利便性向上を図るため、２年４月から新たに「クレジット収納」を開始

します。また、収納率向上と滞納額の縮減のため、納税相談や財産調査を通じて、納税資力

を確実に見極め、その状況に応じて、納税緩和措置、あるいは差押え等の滞納処分を適切に

進めます。 

 

 

 

 
 
・税務広報の拡充                         ２０１万円 

横浜みどり税の広報については、元年度に引き続き、個人市民税の税額決定通知書、納税

通知書を発送する５月、６月を含めた３か月間（５～７月）を「広報重点期間」と位置付け、

認知度調査において広報効果の高かった「広報よこはま」や、税額決定通知書等による広報

を中心に、財政情報や横浜みどりアップ計画の広報とも連携しながら、効果的に実施してい

きます。 

さらに、２年度は、新たな取組として、市営バスの車内広告掲載や、区役所等の公共施設

への広報用ポスターの掲示等を行い、認知度のさらなる向上を目指します。 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
・債権管理の適正化に向けた取組                   ５９０万円 

全庁的な未収債権額の縮減に向けて、口座振替の勧奨や民間事業者を活用した電話による

納付案内、弁護士への徴収委任の取組を引き続き進めます。加えて、未収債権の早期解決等

をさらに進めるため、職員研修を充実するなど、債権管理に関する情報やノウハウを庁内で

共有していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年度作成の「横浜みどり税広報用チラシ」 

※強制徴収公債権…公債権のうち、滞納処分の例

により徴収できると法律で規定されているもの

（市税、国民健康保険料、介護保険料、後期高齢

者医療保険料、保育所費負担金等） 

 

※その他…非強制徴収公債権（生活保護費負担金

返納金、一般被保険者返納金、児童扶養手当返納

金等）、私債権（母子父子寡婦福祉資金貸付金、

市営住宅使用料、学校給食費負担金等） 

【参考３－１】納付しやすい環境整備の取組実績
平成16年度 コンビニエンス・ストア収納開始（４月）
平成25年度 ペイジー収納開始（４月）
平成28年度 ペイジー口座振替受付サービス開始（10月）
令和元年度 地方税共通納税システム稼働（10月）
令和２年度 クレジット収納開始（４月）

【参考３－３】未収債権額全体（一般・特別会計）の推移

0

50

100

150

200

250

300

350

400

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
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377
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261

300
248

206

157
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78

94
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99

（億円）

強制徴収

公債権

その他

(40.1%)

(79.4%)

(20.6%

(72.5%)

(27.5%)

(66.4%)

(33.6%)

(58.9%)

(41.1%)

(59.9%)

▲9.5％

▲9.1％

▲15.8％

▲7.3％

▲7.6％

対前年度比圧縮率

【参考３－２】横浜みどり税の認知度推移
平成21年度 平成26年度 令和元年度

（創設年度） （延長年度） （延長年度）
30.0% 47.9% 調査中※

※令和２年３月頃公表予定
（直近の認知度については、平成30年度の45.8％）

③



４ 保有資産の適正管理・戦略的活用           

・財産管理の適正化・利活用の推進に向けた取組        １億５,３５３万円 

本市で保有する土地・建物について、適正な管理のもと、利活用が可能と考える資産につ

いては、公共公益的な利用をはじめ、財源確保に向けた売却等を積極的に進めます。あわせ

て、利活用が可能と考える資産のさらなる抽出に向け、引き続き普通財産の土地全てを対象

とした調査を実施します。 

また、元年度中に改定予定の「用途廃止施設の活用・処分運用ガイドライン」に沿って、

学校跡地の利活用の早期実現を目指し、関係区局と連携して取組を推進します。 

   

 

 

 

５ 入札契約事務の適正な執行 

・電子入札システムの利便性の向上               ３，０８３万円 

電子入札システムを用いて、引き続き適正に入札契約制度を運用するとともに、有資格者

名簿の定期更新において、契約実績データを活用することや提出書類を見直すことにより申

請手続きの簡略化等を行うことで、事業者の利便性向上やペーパーレス化を図ります。 

 

 

 

 

６ 公共施設の計画的かつ効果的な保全・更新等の推進 

・公共建築物マネジメントの推進、公共事業の担い手確保等の取組  １，４９６万円 

「横浜市公共建築物の再編整備の方針」に基づき、２年度に選定予定の建替対象校（市立

小中学校）について、公共建築物マネジメント台帳を活用し、他の公共建築物との多目的化・

複合化等の再編整備や施設配置の 適化の検討を行います。 

また、元年６月の新・担い手３法（品確法と建設業法・入契法の一体的改正）の成立を受

け、建設業における長時間労働の是正に向け、週休２日制確保モデル工事の拡充や、債務負

担の活用及び平準化率を導入した工期の執行管理等による発注・施工時期の平準化などの取

組とともに、ＩＣＴ（情報通信技術）の活用等を通じた生産性向上の取組を、受発注者双方

が連携して推進します。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

【参考５】有資格者名簿の申請事業者数（隔年実施の定期更新）
平成26年度 平成28年度 平成30年度

工事、物品・委託、設計・測量
（のべ事業者数）

10,405者 10,090者 10,121者

【参考４】利活用が可能と考える資産の面積
平成29年度末（a） 13.0ha
平成30年度売却・貸付資産（b） 6.0ha
利活用可能資産調査による新規追加資産（平成30年度）（c） 4.3ha
平成30年度末（a-b+c） 11.2ha

【参考６－２】公共事業の品質確保と担い手確保・育成に向けた取組実績と予定
平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度以降

債務負担行為を活用した閑散期への対応（年度を跨ぐ工事の実施（平成28年度～拡大））

週休２日制確保モデル工事の実施（平成30年度～拡大）

平準化管理ツールの導入

工事・委託の平準化目標の設定

ICTの活用研修の実施（本市職員向け）

④



７ ＩＣＴを活用した業務効率化の取組   

・税務事務・財政事務の効率化に向けた検討            ７，２００万円 

全庁的な内部管理業務の効率化に向けた取組を契機に、税務システム、財務会計システム

の再構築に向け、３年度からシステムの開発を行うための調達仕様書の作成やシステム調達

に向けた契約準備手続を行います。 

 

 

 

 

 
 
 

 

局予算案の策定にあたっては、厳しい財政状況の中でも、行政サービスの質を維持・向上さ

せていくために、全ての事業について、事業の必要性や費用対効果、財源確保などについて見

直しを行いました。 

その結果、合計で 16 件、２千万円の経費を削減しました。 

 

 －主な事業見直しの内容－                    

見直し項目 見直し内容 
見直し効果額 

（一般財源） 

○自動車損害賠償責任保険 

契約事務の見直し 

 

・財産損害保険料 

 

 

新規リース車両における自動車損害賠償責

任保険契約事務（加入・継続・解約）をリー

ス契約事務と一本化することにより、事務

の効率化を図るとともに費用負担を平準化

し、経費を削減 
 

 156 万円 

○ソフトウェアライセンス数 

の精査 

 

・土木工事積算システム 

運用事業費 

 

職員が土木工事積算システムを使用する際

に必要となるソフトウェアライセンスにつ

いて、利用者数を精査することで、経費を削

減 
 

174 万円 

 

 

【参考７】事業スケジュール（予定）
平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度以降

基本構想策定 調達仕様書作成
設計
開発

開発
テスト

開発
テスト

一部稼働

本格稼働
現行事務フロー
の洗い出し　等

◆ 事業見直しの取組 

⑤



国・県

その他

市債

一般財源

（単位：千円）

元 年 度 増 ▲ 減

職員人件費 1,490,341 17,251
財政局（主税部、市債担当者分を除く）の職員に
対する給料、各種手当及び共済費

(1,490,341) (17,251)

財政広報費 11,903 ▲ 2,200
財政広報・財政調査等に係る経費 (10,521) (▲ 2,244)

地方公会計推進費 13,291 ▲ 2,808
地方公会計の運用に係るシステム管理及び実務支
援に係る経費

(13,291) (▲ 2,808)

財政事務等改革推進事業費 36,000 -
財務会計システムの再構築に向けた調達仕様書作
成等に係る経費

(36,000) (-)

宝くじ事務費 60,196 ▲ 3,564
宝くじ普及宣伝広報費・全国自治宝くじ事務協議
会等への負担金及び分担金

(60,196) (▲ 3,564)

電子入札システム運用管理費 253,760 ▲ 105,398
電子入札システムの運用・管理等に係る経費 (158,786) (▲ 53,339)

公共施設・事業調整推進事業費 24,058 ▲ 2,960
公共建築物マネジメントの推進等に係る経費 (24,058) (▲ 2,960)

財政調整基金積立金 13,000 ▲9,000
基金運用益を原資とする財政調整基金への積立金 (-) (-)

減債基金積立金 578,000 ▲ 20,000
基金運用益等を原資とする減債基金への積立金 (500,000) (-)

その他財政運営費 117,651 8,555
(16,908) (66,292)

8

9

4,000

(10,483)

(1,507,592)

56,632

※下段（　　）は市債＋一般財源の金額

(21,098)

10,483

(8,277)

(83,200)

2,478,076千円
2,598,200千円

▲ 120,124千円

148,362

1

２年度

- 千円

２ 年 度

1,507,592

9,703

元年度

増▲減

２年度
財源内訳

1 財 政 運 営 費

5

- 千円
2,328,729千円

職員人件費及び財政広報等の財政運営に要する経費

(56,632)

149,347千円

6
(105,447)

2

21,098

(500,000)

10

(-)

558,000

3

4
36,000
(36,000)

126,206

7

⑥



国・県

その他

市債

一般財源

（単位：千円）

元 年 度 増 ▲ 減

公有財産管理費 89,623 6,885
土地等の維持・管理等に係る経費 (48,987) (3,442)

保有土地等活用検討費 37,543 ▲ 14,795
保有土地・用途廃止施設の有効活用に係る経費 (19,069) (▲ 7,397)

保有土地売却事業費 40,459 ▲ 6,182
保有土地の公募売却に係る経費 (21,827) (▲ 3,127)

資産活用推進基金積立金 106,233 ▲ 98,666
土地貸付収入を原資とする資産活用推進基金への
積立金

(98,666) (▲ 98,666)

その他財産管理費 4,609 934
(4,509) (737)

(11,672)

3

元年度

▲ 111,824千円
- 千円

2

7,567

1

財 産 管 理 費

(-)
4

※下段（　　）は市債＋一般財源の金額

5,543
5

(5,246)

(18,700)

78,596千円

公有財産の管理、運用等に要する経費

88,047千円
- 千円

２ 年 度

増▲減

(52,429)

２年度

22,748

2

２年度
財源内訳

34,277

96,508

278,467千円
166,643千円

⑦



国・県

その他

市債

一般財源

（単位：千円）

元 年 度 増 ▲ 減

職員人件費 8,995,729 86,845
税務職員に対する給料、各種手当及び共済費 (2,055,727) (79,143)

納税通知書作成発送等定期課税事務費 936,967 18,946
市税の賦課徴収に係る帳票類作成等の経費 (931,736) (17,785)

固定資産評価事業費 325,436 ▲ 121,538
固定資産税課税のための土地・家屋評価に係る経
費

(325,436) (▲ 121,538)

特別徴収センター・償却資産センター運営事業費 81,002 4,357
会計年度任用職員人件費・人材派遣委託料等、特別徴収
センター及び償却資産センターの運営に係る経費

(80,972) (4,357)

納付しやすい環境整備促進事業費 169,949 ▲ 26,124
コンビニエンス･ストアにおける市税収納事務委託
等に係る経費

(169,949) (▲ 26,124)

電子申告システム等運用事業費 465,547 58,337
電子申告システム及び確定申告書情報等管理シス
テムの運用・管理等に係る経費

(465,547) (58,337)

税務システム改修事業費 35,337 160,109
税務システム改修に係る経費 (35,337) (160,109)

歳入確保強化事業費 7,102 ▲ 1,205
電話納付案内及び弁護士への徴収委任等、未収債
権の滞納整理強化に係る経費

(7,102) (▲ 1,205)

市税収納率向上対策費 11,770 2,748
市税の収納率向上に向けた収納実務指導の強化、
滞納調査・処分等に係る経費

(4,170) (3,628)

納税管理センター運営事業費 16,322 ▲ 2,589
会計年度任用職員人件費等、納税管理センターの
運営に係る経費

(16,322) (▲ 2,589)

税務広報事業費 1,557 452
市税の広報活動に係る経費 (1,557) (452)

税務事務改革推進事業費 36,000 -
税務システムの再構築に向けた調達仕様書作成等
に係る経費

(36,000) (-)

過誤納金の還付金及び還付加算金 1,800,000 -
前年度以前に納付された市税の過納・誤納に係る
還付金及び還付加算金

(1,800,000) (-)

その他税務費 231,317 17,835
(221,410) (17,826)

※下段（　　）は市債＋一般財源の金額

195,446

(203,898)

8

10

955,913

5

(523,884)

(949,521)

２ 年 度

3

元年度

11
(2,009)

(7,798)

36,000
12

198,173千円

85,359

523,884
6

4

3

税務職員の人件費及び市税の課税・収納に要する経費

9,082,574
(2,134,870)

1

6,343,000千円
627,762千円

6,341,446千円

143,825

２年度
財源内訳 - 千円

(5,897)

9
14,518

14
(239,236)

税 務 費
増▲減

２年度

13,114,035千円
13,312,208千円

(195,446)

203,898

(85,329)

7

(143,825)

2

(13,733)

5,897

(36,000)

249,152

2,009

13,733

13
1,800,000
(1,800,000)

⑧



国・県

その他

市債

一般財源

（単位：千円）

元 年 度 増 ▲ 減

176,588,874 4,976,789
(174,998,650) (4,321,042)

(1)元金 147,769,374 6,785,807
市債金会計への繰出金＜三セク債を除く一般会計
所管分市債の償還元金等＞

(146,191,499) (6,125,970)

うち減債基金積立金 74,705,967 ▲ 1,015,459

(2)利子 27,157,757 ▲ 1,516,033
市債金会計への繰出金＜三セク債を除く一般会計
所管分市債の利子及び一時借入金利子＞

(27,145,408) (▲ 1,511,943)

(3)公債諸費 1,661,743 ▲ 292,985
市債金会計への繰出金＜三セク債を除く一般会計
所管分市債の発行及び償還に係る諸費等＞

(1,661,743) (▲ 292,985)

7,638,506 ▲ 35,127
(-) (1,581,629)

(1)元金 7,322,196 -
市債金会計への繰出金＜三セク債の償還元金＞ (-) (1,300,446)

(2)利子 315,305 ▲ 35,062
市債金会計への繰出金＜三セク債の利子＞ (-) (280,243)

(3)公債諸費 1,005 ▲ 65
市債金会計への繰出金＜三セク債の償還に係る諸
費＞

(-) (940)

※下段（　　）は市債＋一般財源の金額

【参考】

(179,319,692)

(152,317,469)

※第三セクター等改革推進債公債費の２年度の財源は、減債基金からの繰入金等及び一般財源を充当しています。

(1,368,758)

7,322,196

940
(940)

(280,243)

　〇一時借入金の借入れの最高額：1,900億円（元年度：1,900億円）

180,901,321千円

(1,581,629)

25,641,724

7,603,379

73,690,508

154,555,181

181,565,663

増▲減

一般会計所管分市債の元利償還金及び一時借入金利子並びに公債諸費

4,941,662千円

1,368,758

280,243

(1,300,446)

189,169,042千円

(25,633,465)

4

２年度

公 債 費

1

公債費

2

第三セクター等改革推進債公債費

184,227,380千円

- 千円

- 千円

元年度

8,267,721千円２年度
財源内訳

２ 年 度

⑨



国・県

その他

市債

一般財源

（単位：千円）

元 年 度 増 ▲ 減

上水道安全対策事業出資金 505,000 ▲ 272,000
水道施設の安全性・耐震性向上のための事業に対
する出資

(505,000) (▲ 272,000)

児童手当補助金 64,692 ▲ 2,472
児童手当の支給に対する補助 (64,692) (▲ 2,472)

相模川水系建設事業出資金 105,000 ▲ 105,000
県内広域水道企業団の相模川水系建設事業に係る
企業債の元金償還金等に対する出資

(105,000) (▲ 105,000)

相模川水系建設事業補助金 1,000 ▲ 1,000
相模川水系建設事業に係る企業債の利子償還金に
対する補助

(1,000) (▲ 1,000)

国・県

その他

市債

一般財源

（単位：千円）

元 年 度 増 ▲ 減

児童手当補助金 792 960
児童手当の支給に対する補助 (792) (960)

増▲減

217,220千円

水道事業に対する出資金及び補助金

5

２年度

78,000千円
- 千円

水 道 事 業 会 計
繰 出 金

675,692千円元年度

▲ 380,472千円
- 千円

２年度
財源内訳

295,220千円

3

-

(-)

4
(-)

(233,000)

-

1

工 業 用 水 道 事 業 会 計
繰 出 金

２年度 1,752千円
元年度 792千円
増▲減 960千円

２年度
財源内訳

2
62,220
(62,220)

※下段（　　）は市債＋一般財源の金額

233,000

２ 年 度

6

1
1,752
(1,752)

※下段（　　）は市債＋一般財源の金額

- 千円
- 千円
- 千円

1,752千円

工業用水道事業に対する補助金

２ 年 度

⑩



国・県

その他

市債

一般財源

（単位：千円）

元 年 度 増 ▲ 減

地共済追加費用負担補助金 238,523 ▲ 16,058
地方公務員等共済組合法に係る長期給付に要する
地共済追加費用に対する補助

(238,523) (▲ 16,058)

児童手当補助金 85,440 960
児童手当の支給に対する補助 (85,440) (960)

国・県

その他

市債

一般財源

（単位：千円）

元 年 度 増 ▲ 減

特例債元利償還補助金 1,204,758 ▲ 556,908
地下鉄特例債の元利償還金に対する補助 (1,204,758) (▲ 556,908)

建設改良費出資金 2,810,000 302,000
地下高速鉄道事業の改良費に対する出資 (2,810,000) (302,000)

基礎年金公的負担補助金 279,272 19,317
地方公営企業職員に係る基礎年金拠出金の公的負
担分の補助

(279,272) (19,317)

児童手当補助金 39,768 ▲12
児童手当の支給に対する補助 (39,768) (▲ 12)

地下鉄緊急整備事業特別分企業債元利償還補助金 1,504,719 -
地下鉄緊急整備事業のための都市高速鉄道事業債
（特別分企業債）の元利償還金に対する補助

(1,504,719) (-)

地下高速鉄道整備事業費補助金 175,556 80,000
耐震補強工事の一部を対象にする補助 (175,556) (80,000)

4

8
高 速 鉄 道 事 業 会 計
繰 出 金

※下段（　　）は市債＋一般財源の金額

5,858,470千円

298,589

２ 年 度

▲ 155,603千円

1

5

- 千円
▲ 15,098千円

222,465

1,504,719

3,112,000

647,850

(298,589)

2,491,470千円

元年度

3

高速鉄道事業に対する出資金及び補助金

7

２年度
財源内訳

- 千円

308,865千円

- 千円

1

２年度
財源内訳

(86,400)

増▲減

２年度

元年度

(3,112,000)

(1,504,719)

(39,756)

増▲減

(255,556)

39,756

86,400

自動車事業に対する補助金

2

308,865千円

※下段（　　）は市債＋一般財源の金額

323,963千円

- 千円

3,367,000千円

(647,850)

自 動 車 事 業 会 計
繰 出 金

2

２年度

6
255,556

- 千円

6,014,073千円

(222,465)

２ 年 度

⑪



公 共 事 業 用 地 費 会 計 国・県

その他

市債

一般会計繰入金

（単位：千円）

元 年 度 増 ▲ 減

2,390,851 ▲ 607,012
(-) (-)

（1）資産活用推進基金積立金 535,931 ▲ 49,333
基金保有土地売払収入等を原資とする資産活用推
進基金への積立金

(-) (-)

（2）資産活用推進基金保有土地取得費 1,854,920 ▲ 557,679
資産活用推進基金保有土地の取得費 (-) (-)

1,915,951 ▲ 79,552
(1,439,691) (▲ 10,374)

（1）都市開発資金事業費 1,000,000 -
都市開発資金事業債による用地取得費 (1,000,000) (-)

（2）公債費 915,951 ▲ 79,552
市債金会計への繰出金 (439,691) (▲ 10,374)

14,642,163 ▲ 6,394,801
(-) (-)

（1）公債費 13,409,244 ▲ 5,161,883
市債金会計への繰出金 (-) (-)

（2）減債基金積立金 1,232,919 ▲ 1,232,918
繰越金を原資とする減債基金への積立金 (-) (-)(-)

都市開発資金事業費
(1,429,317)

1,297,241

(-)

▲ 7,081,365千円

11,867,600千円
元年度 18,948,965千円

(-)

(429,317)

増▲減

836,399

(-)

道路、公園等公共事業用地の先行取得資金及び資産活用推進基金の運用収益を経理する会計

(-)

※下段（　　）は市債＋一般会計繰入金の金額

1,000,000千円

【特別会計】

1

1

2

8,247,362

3
8,247,361

２ 年 度

486,598

1,783,839

公共用地先行取得事業費

２年度
財源内訳

(-)

1,000,000
(1,000,000)

２年度

9

資産活用推進基金費

429,317千円

1,836,399

- 千円
10,438,283千円

【参考】　用地先行取得資金による新規取得計画額　　　　 （単位：億円）

２年度 元年度 増▲減

10 10 -
　都市開発資金事業費 10 10 -
　公共用地先行取得事業費 - - -
資産活用推進基金 5 29 ▲ 24

15 39 ▲ 24

区　　　　　　分

公共事業用地費会計

合　　　　　　計

⑫



国・県

その他

市債

一般会計繰入金

（単位：千円）

元 年 度 増 ▲ 減

541,863,588 ▲ 55,562,493
(290,922,874) (▲ 32,764,211)

(1)元金 417,425,399 ▲ 50,173,881
市債（三セク債を除く）の償還元金 (187,397,407) (▲ 29,939,734)

(2)利子 46,189,031 ▲ 3,817,660
市債（三セク債を除く）の利子及び一時借入金利
子

(27,157,757) (▲ 1,516,033)

(3)公債諸費 2,295,295 ▲ 469,065
市債（三セク債を除く）の発行及び償還に係る諸
費等

(1,661,743) (▲ 292,985)

(4)減債基金積立金 75,953,863 ▲ 1,101,887
市債（三セク債を除く）の償還に備えるための減
債基金への積立金

(74,705,967) (▲ 1,015,459)

7,638,506 ▲ 35,127
(7,638,506) (▲ 35,127)

(1)元金 7,322,196 -
三セク債の償還元金 (7,322,196) (-)

(2)利子 315,305 ▲ 35,062
三セク債の利子 (315,305) (▲ 35,062)

(3)公債諸費 1,005 ▲ 65
三セク債の償還に係る諸費 (1,005) (▲ 65)

2

公債費

市 債 金 会 計
【特別会計】

市債の元利償還金、一時借入金利子（企業会計に係るものは除く）並びに市債の発行及び
償還に係る諸費等について各会計を整理する会計

549,502,094千円
▲ 55,597,620千円

(258,158,663)
486,301,095

1

76,593,000千円
189,169,042千円

228,142,432千円

元年度

２ 年 度

74,851,976

(157,457,673)
367,251,518

２年度
財源内訳

- 千円

493,904,474千円

(25,641,724)

1,826,230
(1,368,758)

42,371,371

第三セクター等改革推進債公債費

(73,690,508)

7,322,196
(7,322,196)

7,603,379

940
(940)

280,243

(7,603,379)

(280,243)

※下段（　　）は市債＋一般会計繰入金の金額

２年度

10
増▲減

⑬



横浜市の財政広報マスコット

“エビちゃん”

横浜市の財政情報を、エビデンス（＝根拠）

に基づいてわかりやすく解説します︕
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